
別紙１

提出書類一覧

様式番号 様式名

様式1 施工体制確認調査報告書

様式2 工事費内訳書

様式3 工程計画

【書類作成、提出上の注意事項】

1

2

3

4

　提出書類は、１部とします。

　最低価格入札者で調査の対象となった者は、入札執行者が定める期限までに必要な書類

を提出してください。

　本表に示す書類を作成する際には、各様式に記載してある【記載要領】を十分確認してく

ださい。

　書類の提出期限以降の訂正、差替え等は一切できません。書類の記載もれ、添付もれ等

がないことを十分確認のうえ提出してください。提出書類に不備がある場合（積算内容及び

主任(監理）技術者の配置に影響しない軽微な不備を除く）は失格となりますので入念に点

検してください。

  調査に協力しない場合、配置予定技術者の資格等が入札条件等に適合しない場合、入札

価格の積算内訳・工程計画及び品質確保体制が設計仕様等に適合しない場合、積算内訳

に記載されている工事価格が入札額に適合しない場合、法令違反や契約上の基本事項違

反等があると認められる場合及びその他発注者が適正な施工の確保がなされないおそれ

があると認められる場合に該当する場合、調査対象者は失格となります。



様式１

地方独立行政法人奈良県立病院機構

奈良県西和医療センター　院長　殿

（所在地）

（商号又は名称）

（代表者名） 印

担当者名

電話番号

１　工事名 西和医療センター空調監視設備更新工事

２　工事番号 第３０－３号

３　工事場所 生駒郡三郷町三室　地内

４　開札日 平成30年11月13日

※

提出書類に不備（積算内容及び主任(監理）技術者の配置に影響しない軽微な不備を除く。）がある場合

は、失格となります。提出書類の漏れの有無、記載内容等を十分確認の上、提出してください。

　下記工事について、施工体制確認調査に関する書類を提出します。提出書類の内容については事実と相

違ありません。

平成　　年　　月　　日

施工体制確認調査報告書

記



様式２

工事番号

工事名

工事場所

工事区分・工種・種別 単位 数量 単価（円） 金額（円） 備考

直接工事費

　Ⅰ　中央監視制御設備工事（機器費） レベル１

　　　１　監視制御設備 式 1 レベル２

　　　　　①　監視操作装置 式 1 レベル３

　　　　　②　信号処理装置 式 1 レベル３

　　　　　③　記録装置 式 1 レベル３

　Ⅱ　自動制御設備工事（機器費） レベル１

　　　１　自動制御設備 式 1 レベル２・３

　　　２　制御盤 式 1 レベル２・３

　Ⅲ　電気設備工事（配管･配線・据付） レベル１

　　　１　構内情報通信網設備 式 1 レベル２・３

直接工事費 式 1
上記レベル１計

共通仮設費 式 1

　　　共通仮設費（率計上） 式 1

純工事費（直接工事費＋共通仮設費） 式 1

　　　現場管理費 式 1

工事原価（純工事費＋現場管理費） 式 1

　　　一般管理費等 式 1

工事価格(工事原価＋一般管理費等) 式 1

入札書記載金額

※一式計上により、単価欄は記載不要です。

※本シートには計算式は入っておりませんのでご注意ください。

※各項目すべてに金額を記載してください。各計や入札書記載金額で端数調整をすることのない

ようにしてください。

※各項目の合計である「合計（工事価格）」は、「入札書記載金額」と必ず同額になります。

※本様式において誤脱・未記入がある場合、奈良県制定「入札書における失格・無効基準」の取

扱いに準じます。

所 在 地

商 号 又 は 名 称

工事費内訳書

第３０－３号

西和医療センター空調監視設備更新工事

生駒郡三郷町三室　地内



様式３ 工程計画

工　程　表（工期等に応じて適宜追加してください）工　程　表（工期等に応じて適宜追加してください）工　程　表（工期等に応じて適宜追加してください）工　程　表（工期等に応じて適宜追加してください）

工種等 単位 数量

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20

  ③各工種等の施工手順、施工期間等が適当でない場合

  ④その他、本工事の工事条件等を満足していない場合

【記載要領】

１．  工事内容、工事条件を十分確認のうえ作成してください。

２．  工種等の欄は、工事内訳書に記載した種別（又は中科目）まで記載するものとし、準備工・後片づけなど工事に必ず必要な項目も記載してください。

３．  以下の要件に該当し、聞き取り調査に対して的確な回答がなされない場合は、適正な施工体制が図られないと判断します。

  ①工種等、単位及び数量にもれ落ち、明らかな誤りがある場合

  ②契約工期を遵守していない場合


